宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託 仕様書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇土市役所こども未来室

１　委託業務名　　
宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託

２　業務の目的等
　　本業務は「こどもまんなか社会」の実現に向け、様々な困難を抱えるこどもたちに安心して過ごせる居場所を開設し、生活習慣の形成や食事の提供、学習支援等を行うとともに児童や家庭の状況をアセスメントし関係機関へのつなぎを行うなどの個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、こどもの最善の利益の保障と自己肯定感や社会性を育むことを目的に「宇土市子ども第三の居場所」を運営するもの。
　　なお、業務の実施にあたっては、公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団（以下、「Ｂ＆Ｇ財団」という。）が支援する子ども第三の居場所事業の包括ケアモデルに準拠した運営形態とする。

３　業務委託期間
令和9年4月1日から令和10年3月31日まで

４　運営準備
　　受託者決定後（令和9年1月予定）から業務委託開始までの期間は、円滑な事業実施に
　向けた準備期間として委託料は発生しないが、受託者は次の事項について市に協力及び助言を行うものとする。
（１）運営会議に関すること
（２）利用者の募集に関すること
（３）備品等の選定に関すること
（４）前各号に掲げるもののほか、開設準備期間中に必要とされる事項

５　運営事業実施場所
宇土市旭町536番地に新設する施設内

６　支援対象者
宇土市内の全小学校において、養育的環境等様々な事情により子ども第三の居場所での支援を必要とする児童及びその保護者。ただし、市が必要と認める場合は、18歳までのこどもについても対象とする。
(1)　生活環境や養育環境に様々な事情を有する児童
(2)　家庭や学校などにおいて居場所がなく馴染めない児童
(3)　その他、事業の目的を鑑みて、支援を行うことが適切と市長が認める児童

７　開所日数・時間
(1)　開所日は月曜日から金曜日とする
　　　（開所日は月曜日から金曜日とするが、開所日が国民の祝日に関する法律に規定する
休日及び 12 月 29 日から翌年の１月３日までの間にあたる場合は、閉所とする。）
(2)　開所時間は次に掲げる時間を開所することとし、児童の状況や地域の実情等に応じて、
開始時間を早める又は開所時間を延長するなど市と協議し決定するものとする。
	利用日
	開設時間

	学校の休業日以外の日(平日)
	11時から19時

	学校の休業日(長期休暇期間等)
	8時から19時


　　　　　　　＊送迎に要する時間は開設時間に含まない　
　　　　　　　
８　登録人数　
　２０名程度。ただし、一日の利用定員は１０名程度とする。

９　施設利用料
施設利用料は無料とする。ただし、事業の運営にあたり利用者が負担することが適当と認められる費用については、市と協議のうえ、徴収することができる。

10　運営体制
（１）職員配置
原則として、対象者がいる時間帯については、次の各号に定める職員並びに支援員を
　　２人以上配置すること。
なお、配置する職員のうち１人以上は、児童指導員、保育士、社会福祉士、精神保健
　　福祉士のいずれかの資格、教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条に規定
する免許状又は児童福祉事業に２年以上従事していた経験を有する者、若しくは学校
教育法（昭和 22 年法律第 26 号）の規定による大学の学部で心理学を専修する学科
又はこれに相当する課程を修めて卒業し、個人及び集団心理療法の技術を有し、かつ心
理療法に関する１年以上の経験を有する者とすること。
① 拠点マネージャー（管理者） １人（常勤職員）
主に支援員の指導・調整、運営に関わる管理、学校や児童福祉施設、医療機関、こ
　　　ども家庭センター等との連携、アセスメントに基づいた支援計画の作成等を行う。
② 運営スタッフ（支援員） ２人以上
対象者の福祉の向上に理解と熱意を有し、対象者や保護者に対して適切な生活支
援、学習支援等ができる者とする。
（2）職員配置の配慮
多感な思春期における悩みの相談や、衣服着脱の支援、入浴支援を行うことを踏ま
　　　えて、支援員の性別になるべく偏りが生じないように配慮すること。
（3）職員の労働条件
職員の労働条件については、受託者の責任のもとに、関係法令を遵守すること。
（4）職員研修
　　　　本事業中に実施されるＢ＆Ｇ財団開催のマネージャー研修、フォローアップ研修、
　　　自立化研修の参加を必須とする。その他、業務に必要な研修を実施するなど、職員の
　　　質の向上に努めること。

11　業務内容
	実施事項
	・児童一人ひとりの人権を尊重し、意見や思いを丁寧に受け止めること
・児童が自由に休息し、遊び、学び、他者と交流できる環境を整えること
・いじめ、差別、ハラスメントその他の児童の権利侵害の防止
・こどもの権利擁護及び最善の利益を最優先とした支援を行うこと


　　（1）安心・安全な居場所の提供
（2）食事の提供
	実施事項
	・食事の提供（昼食・夕食）及びアレルギー対策の徹底
・衛生管理及び事故防止の徹底及び応急対応


（３）生活習慣の形成支援
	実施事項
	・挨拶、片付けや手洗い、うがい、入浴等の生活習慣の支援
・日用品の使い方に関する助言や整理整頓


（４）学習習慣の定着支援 
	実施事項
	・宿題の見守り
・こどもの権利を学ぶ機会の提供
・読書習慣の形成
・個人の学習能力に合わせたサポート、等


（５）社会で生き抜く力を得るための多様な体験活動
	実施事項
	・調理実習、農業体験及び年中行事の体験
・施設外での体験活動や遊びの提供
・社会資源を知る、つながる機会の提供


（６）送迎支援の提供及び来所・帰宅時の安全確保
	実施事項
	・送迎支援及び来所帰宅時の安全確保
・送迎の際は時間に余裕をもった行動及びルートを選び、乗り降りの際の安全確認や道路交通法に基づいた安全運転を徹底


（７）こども家庭センター、学校、医療機関、地域団体等の関係機関との連携 
	実施事項
	・各種関係機関との情報共有及び定期的な情報交換会の開催
・学校との行事予定等の情報交換
・保護者や医療機関から求められた際の利用時の様子の情報提供


（８）保護者への情報提供、相談支援
	実施事項
	・送迎の際の声掛けや、児童の様子の共有
・子育てサービスや資源の情報提供
・定期的な面談の実施等


（９）支援計画の作成及びケース会議の実施
	実施事項
	・個々の対象者へアセスメントに基づいた支援計画を作成
・支援内容等を記録及び関係機関との情報共有
・個別ケース会議の開催


（10）健康管理・衛生管理
	実施事項
	・衛生管理及び感染予防の徹底
・食事提供の際は衛生管理を徹底し、食中毒の発生防止に努める
・利用児童を検温等により健康状態の把握に努める
・保健所への申請、相談等


（11）事故防止と事故発生時の対応
	実施事項
	・安全計画にのっとった事故防止及び事故発生時の速やかな対応
・事故発生時に迅速かつ的確な緊急対策を実施できるよう対応方針（マニュアル）や安全計画を定める


（12）防災・防犯対策
	[bookmark: _Hlk237525764]実施事項
	　・緊急時マニュアルにのっとった防災・防犯対策
　・外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練
　・有事の際の適切な避難行動、利用児童の安全確保及び定期的な訓練


（13）利用者の募集・受付
	実施事項
	・利用希望の受付は市で行うため、対象となる子どもの情報がある場合その情報の共有。


（14）施設の管理
	実施事項
	・施設の日常管理及び不具合が発生した場合は速やかな情報共有



（15）B＆G財団への報告物の作成等
	実施事項
	・報告物等の作成
・Ｂ＆Ｇ財団発行の「子ども第三の居場所事業実施ハンドブック」を参照



12　報告書等の作成及び提出
（１）月次報告（①以外は任意書式）
受託者は、毎月 10 日までに前月に実施した事業の実施状況について、次の項目に沿っ
てまとめ、市に提出すること。
① 利用児童数集計表（Ｂ＆Ｇ財団指定様式）
② 利用児童数（利用児童、利用世帯等）
③ 支援者数（内容別の従事者数）
④ 日々の活動の記録（支援プログラムや体験・課外活動の内容、成果、課題等）
（２）四半期報告
受託者は、７月、10 月、１月の 25 日までに、前月までの３か月間に実施した事業の実
施状況について、次の項目に沿ってまとめ、市に提出すること。
① 進行報告書（Ｂ＆Ｇ財団指定様式）
② 予算執行管理表（同上）
③ ②にかかる証憑書類
（３）年度報告
受託者は、年度ごとに４月 10 日までに、次の書類を作成し、市へ提出すること。
① 収支計算書（Ｂ＆Ｇ財団指定様式）
② 活動報告書（同上）
③ 進行報告書（１～３月分）
④ 予算執行管理表（１～３月分）及びその証憑書類
⑤ その他市長が必要と認める書類
（４）事故報告
受託者は、業務を実施する中で事件、事故等が発生した場合は、速やかに事故報告書（任
意書式）を作成し、市へ提出すること。

13　委託料
（1）委託料の対象となる費用は、本事業の実施にかかる費用のうち、以下に掲げるものと
する。
人件費（給与・職員手当・共済費）、報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、光熱
水費、食糧費、印刷製本費、修繕料、賄材料費）、役務費（通信運搬費・広告料・手数
料・保険料）、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費、その他市が認め
るもの
(2)委託料の支払いは、四半期ごとに後３カ月分を前払いで行うものとし、受託者からの
請求により支払うものとする。

14　利用料
　　対象者の支援施設の利用は原則無料とする。ただし本事業を実施するために必要な経費で、事業の運営に当たり利用者が負担することが適当と認められる費用については、市と協議の上、徴収することができる。

15　個人情報の取扱い
本業務の受託者は、本業務の実施に伴って個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護　
　に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の規定を順守し、その取り扱いには十分留意したうえ、漏洩、滅失及び棄損の防止など、個人情報の保護に関し必要な措置を講じなければならない。
　受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに市に報告し、指示に従うこと。本業務にかかる契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

16　留意事項
（1）整備する書類・帳簿・台帳
委託期間中の文書管理については、市の指示に基づき、年度毎、分野毎に分類し、適切に管理すること。なお、廃棄する際には、個人情報が記載されているものについては、シュレッダー等により裁断すること。
（2）業務の引継ぎ
契約期間が満了した時（継続して受託者に指定された時を除く。）又は契約が取り消さ
　れた時は、施設を原状回復して市に建物、附帯設備、備品、管理に必要な書類、データ等を引き渡すとともに、次期受託者及び市と十分に事務引継を行うこと。ただし、原状回復について市の承認を得た時は、この限りではない。
（3）法令等の遵守
　　事業実施にあたっては、関係法令等を遵守すること。
（4）守秘義務
業務の遂行にあたり、受託者は業務上知り得た事項を第三者に漏えいしないよう十分
に注意すること。
（5）苦情対応
利用者と業務従事者間での苦情、トラブル対応は、原則として受託者が行うこと。た
　　だし、市に引き継ぐ必要があるものは、速やかに引き継ぐこととする。
（６）再委託
受託者は本業務を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただし、あら
かじめ市の承認を受けた場合には、業務の一部を委託することができる。

17　その他
（１）受託者は、業務受託後速やかに本業務に従事する者の名簿を市に提出すること。また、
業務従事者に変更があった場合は、直ちに変更後の名簿を市に提出すること。
（２）本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた事項については、市と受託者で協議のうえ
決定するものとする。　
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